
 

 

別冊１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年度 

 

行政評価の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

目    次 

 
 

１ 評価結果の概観 …………………………………………………………………… 1 

 

２ 評価表の見方 ……………………………………………………………………… 4 

  

３ 評価結果 

  資料１  平成24年度事務事業評価表（重点評価）  

  資料２－１ 平成24年度事務事業評価表（基本）上巻  

  資料２－２ 平成24年度事務事業評価表（基本）下巻 

  資料３   平成24年度事務事業（内部管理）一覧表  

資料４   平成24年度施策別事務事業一覧表   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

１ 評価結果の概観 
 

(1) 性質区分 

   平成24年度評価対象事務事業における20種類の性質区分の割合は以下のとお

りです。 

 

No 性質区分 事務事業数 No 性質区分 事務事業数 

1 啓発・イベント 66 8.1% 11 整備 58 7.2% 

2 相談・指導 57 7.0% 12 選挙 3 0.4% 

3 講座・育成 83 10.2% 13 個人への助成・保険給付 78 9.6% 

4 広報・広聴 20 2.5% 14 団体等への助成 67 8.3% 

5 
審査・許認可・指導・措

置 
52 6.4% 15 

事業者への助成 
36 4.4% 

6 サービス提供 56 6.9% 16 計画策定・会議運営 26 3.2% 

7 健康診査・検診 28 3.5% 17 内部管理 55 6.8% 

8 教育 18 2.2% 18 調査 10 1.2% 

9 指定管理者 14 1.7% 19 台帳管理・交付 14 1.7% 

10 維持管理 62 7.6% 20 賦課・徴収 8 1.0% 

合計（評価対象事業数） 811 100.0% 

※比率は百分比で表し、小数点以下第２位を四捨五入し算出しているため、百分比の合計が

100％にならないことがあります。 

 
(2) 各政策・施策別コスト一覧 

政策・施策別コスト一覧は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

政策 施策 コスト 

人権・平和・ユ

ニバーサル 
人権・男女平等 144,766 

非核平和 4,980 

ユニバーサルデザイン 137,190 

保健 健康づくり 1,428,878 

健康診査・検診 2,147,795 

食育の推進 19,300 

衛生 薬事衛生 44,153 

食品衛生 157,836 

環境衛生 81,522 

感染症対策 861,111 

医療 医療体制 372,850 
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政策 施策 コスト 

医療 医療保険・助成 37,582,203 

高齢者支援 高齢期の活動の場づくり 396,842 

介護予防 201,297 

高齢者生活支援 26,500,056 

障害者支援 障害者自立支援 8,229,599 

障害者就労支援 730,419 

子ども・家庭支

援 
子育てする家庭への支援 12,606,777 

仕事と子育ての両立支援 17,440,689 

子どもの健やかな育成の支援 2,043,161 

低所得者支援 低所得者自立支援 25,061,254 

地域で支える 
福祉 

福祉サービス利用者への支援 20,083 

地域支援体制の整備 330,615 

地域街づくり 街並みの形成 124,598 

駅周辺等拠点の形成 328,089 

大規模工場跡地等を活用した街

づくり 
63,992 

地区計画等を活用した街づくり 555,288 

住宅 588,271 

住環境 445,778 

防災・生活安全 

 
 

防災街づくり 618,703 

災害対策 582,969 

防災活動 64,756 

生活安全対策 419,955 

消費生活 60,062 

交通 道路 3,768,809 

駐車・駐輪場 621,623 

交通安全 369,699 

公共交通 327,027 

公園・水辺空間

の創出 
公園 16,118,145 

緑化 299,832 

水辺 201,666 

環境 自然環境 23,411 

生活環境 116,809 

美化活動 52,662 

ごみの減量 1,079,143 

ごみの適正処理 3,031,899 
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政策 施策 コスト 

環境 地球温暖化対策 552,266 

産業・就労支援 新事業展開への支援 45,631 

経営支援 1,117,100 

産業と調和のとれたまちづくり 185,402 

キャリアアップ・就労支援 75,733 

観光レクリエー

ション 
観光のまちづくり 64,451 

観光イベント・ＰＲ 116,741 

レクリエーション 102,039 

地域活動 地域活動拠点 1,167,838 

地域活動の支援 230,890 

市民活動の支援 72,210 

文化・国際 文化芸術 903,745 

国際交流 14,190 

学校教育 確かな学力の定着 657,231 

豊かな心の育成 554,109 

家庭や地域との連携 97,472 

教育環境 9,454,283 

学習 学習活動支援 748,978 

青少年育成 438,696 

図書サービス 1,388,537 

スポーツ スポーツ施設 1,338,010 

スポーツ事業 131,367 

大学誘致 大学誘致推進 339,347 

合       計 186,202,828 
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２ 評価表の見方 

 

(1) 事務事業評価表（基本） 

『事務事業評価表（基本）』はいわゆる内部管理に該当する事務事業以外のす

べての事務事業について毎年度作成し、事務事業の「基本情報」及び指標やコス

トの「実績情報」等により構成されています。  

 

基本情報

実績情報

根拠法令

２１年度成果指標

裁量区分

実施内容
（事務事業の実
施内容、手段、
過去の改善実績

等）

事務事業意図

２２年度 ２３年度指標の根拠 単位 区分

担当部

施策
名称

意図

開始年度

対象者

性質区分 実施形態

担当課
事務事業名

重点評価
区分

実績
目標

２２年度

目標

２１年度
目標

実績

実績

２３年度

２　活動指標の達成状況

指標の根拠 単位 区分活動指標

実績
目標

目標

目標

実績

平成24年度事務事業評価表（基本）

１　成果指標の達成状況

１　事務事業の概要

２　施策及び事務事業意図

実績

 

重点評価に該当する事務事業は

「重点」と記載しています。 

20種類の区分の中から該当する

性質区分を記載しています。 次の５つの形態から主なものを１

つ記載しています。 

区単独（直営）／区単独（委託）／

民間事業者・ＮＰＯ団体との協働／

地域との協働／指定管理者 

区の裁量による見直しの余地の

「ある」「なし」を記載しています。 

事務事業が目標とする状態です。 

事務事業意図を客観的にみてどの程度達成

できているか、数値で測るための指標です。 

事務事業意図を達成するために実施した

活動量を数値で測るための指標です。 
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千円

千円

千円

人

千円

千円

金利 千円

千円

トータルコスト（ｆ）
（ｂ＋ｃ＋ｄ＋e）

３　コスト内訳（決算）

千円

特
定
財
源

都道府県支出金

その他

直接事業費（ｂ） 千円

千円

千円

千円

千円

調整額（ｅ）

再雇用職員
人

千円

人件費

千円

千円職員人件費（ｃ）

収
入

一般財源（a）

千円

国庫支出金

間接費（ｄ） 千円

千円

支
出

（控）コスト対象外

千円

２２年度項目 単位 ２１年度

千円

退職給与引当

減価償却費

千円

千円

２３年度

４　単位あたりコスト

項目 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度

単位の定義

実績数値（g）

単位あたり区単コスト（a/ｇ） 円

単位あたりコスト（ｆ/ｇ） 円

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「収入」欄は千円未満を切捨て、「支出」欄は千円未満

を切上げています。 

特定財源（国庫負担金、都負担金等）の決算額

を記載しています。 

事業費の決算額を記載しています。なお、事業費

の内訳は細節ごとに記載しています。 

職員人件費の決算額を記載しています。 

「人件費」は、正規職員及び再任用職員の決算額の総額

です（※）。 

「再雇用職員」は、再雇用職員に係る決算額です。 

直接事業費に含まれていない専門非常勤職員・臨時職員・

人材派遣等の活用に係る決算額を記載しています。 

調整額には、減価償却費、金利、退職給与引当からコスト

対象外を除したものを記載しています。 

特定の単位に対してどの程度のコストを要したかを把握する

ために記載しています。なお、「単位あたり区単コスト」欄及

び「単位あたりコスト」欄の金額は、千円未満を切り上げた

「一般財源」及び「トータルコスト」を「実績数値」で除し

ているため、決算額とは一致しない場合があります。 
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※人件費の算出方法について 
「人」欄には、正規職員と再任用職員の合計人数を記載しています。 
「千円」欄には、正規職員及び再任用職員の各人数に各人件費単価を乗じた決算

額の合計額を記載しています。なお、年度ごとの人件費単価は以下のとおりです。 

 

（単位：千円） 

 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

正規職員平均人件費単価 8,100 8,100 8,000 

再任用職員平均人件費単価 3,700 3,700 3,600 

再雇用職員平均人件費単価 2,600 2,600 2,700 

退職給与引当繰入金単価 700 900 900 

※人件費単価には、給料のほか、時間外勤務手当、諸手当、共済費等含む。 
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(2) 事務事業評価表（重点評価） 

   『事務事業評価表（重点評価）』は、重点的に評価する性質区分に該当する事

務事業について３年に一度作成します。「過年度の実績状況の評価」と「今後の

方向性」等から構成されています。 

 

過年度の実績状況の評価と今後の方向性

単位 区分 ２６年度２４年度

２　今後の活動目標及び活動指標の目標値

２５年度

実績状況の評価

今後の方向性

改善

継続

成果指標

目標

目標

指標の根拠・計算式など

活動目標 視点 活動指標 単位 ２５年度 ２６年度区分 ２４年度

目標

目標

目標

目標

「今後の方向性」に基づく取組内容

１　今後の成果指標の目標値

平成24年度事務事業評価表（重点評価）

事務事業名
担当部

担当課

 

 

 

過去３年間の指標及びコスト状況を踏まえ、総合的に

評価し、具体的な内容を記載しています。 

実績状況の評価や多角的視点による分析等を踏まえ、

今後の方向性を選択肢（改善／継続）より選び、具体

的な内容を記載しています。 

成果指標及び活動指標について、当該年度を

含む向こう３年間の目標値を記載します。 

今後の方向性に基づき、具体的な活動目標

を設定します。さらに、当該活動目標を設

定するにあたって分析に活用した視点を記

載します。 

 

予算編成等の結果を踏まえ、年度末に記載します。 
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(3) 事務事業（内部管理）一覧表 

  『事務事業（内部管理）一覧表』は、性質区分「内部管理」「計画策定・会議

運営」「調査」「台帳管理・交付」「賦課・徴収」に該当する事務事業について、

毎年度作成し、事務事業の「基本情報」及び指標やコストの「実績情報」等によ

り構成されています。 

 

性質区分【内部管理】

Ｈ２３

Ｈ２２

Ｈ２３

Ｈ２２

Ｈ２３

Ｈ２２

Ｈ２２

トータル
コスト
（①）

活動指標（③）

事業内容 Ｈ２３
千円 人
再雇用

千円 人

直接
事業費

職員
人件費

人件費

間接費 調整額 指標名（単位）

平成24年度事務事業（内部管理）一覧表

事務事業名 担当課 コ
ス
ト
内
訳

収入(千円) 支出(千円)

単位あた
りコスト
(①/②)
(円）

活動指標（②）

特定
財源

一般
財源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20種類の区分の中から該当す

る性質区分を記載しています。 
事務事業意図を達成するため

に実施した活動量を数値で測

るための指標です。 
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(4) 施策別事務事業一覧 

   『施策別事務事業一覧』は、すべての施策について毎年度作成し、施策の基本

情報及び成果指標の達成状況、コスト情報と施策を構成する事務事業の指標及び

コスト情報により構成されています。 

 

単位 区分 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位 区分 ２２年度 ２３年度 ２２年度 ２３年度

目標
実績
目標
実績
目標
実績
目標
実績
目標
実績
目標
実績
目標
実績
目標
実績

事務事業

施
策
意
図

指標名

成果指標 トータルコスト（千円）

平成24年度施策別事務事業一覧表

成果指標 トータルコスト（千円）

指標名

施
策

 

 
 
 

 

 

 

 

施策意図を客観的に見てどの

程度達成できているか、数値で

測るために指標です。 

施策を構成する事務事業のト

ータルコストを合算したもの

を記載しています。 

施策が目標とする状態です。 

施策を構成する事務事業の情報を記載

しています。 


